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伊方原発危険報告 
 

2013 年 7 月 24 日 

報告団体：結・広島 

 

はじめに 

 

四国電力伊方原子力発電所（伊方原発）は、愛媛県の佐田岬半島の中ほどに瀬戸内海に面して

立地している。伊方原発から広島市中区までの距離は直線距離で約 100ｋｍである。 

 伊方原発には、出力各 56.6 万 kW の 1 号機・2 号機、出力 89 万 kW の３号機の、3 機の原

子炉がある。1 号機の運転開始は 1977 年 9 月 30 日（36 年経過）、2 号機の運転開始は 1982

年 3 月 19 日（31 年経過）、3 号機の運転開始は 1994 年 12 月 15 日（19 年経過）、施工は、

1 号機・2 号機が三菱重工業、3 号機がウェスティングハウス・三菱重工業で、原子炉の型はい

ずれも加圧水型軽水炉である。 

 

原子力発電所の危険性の根源は、燃料に放射性物質を用い、核分裂反応を用いて発電し、大量

の核分裂生成物を溜め込むことにある。放射性物質は、人体や環境から隔離しておかなければな

らない。しかし、事故が起これば大量に、また、平常に運転・管理されている場合でも恒常的に、

原子力発電所からは放射性物質が放出される。また、原子力発電所の保守や事故収束のためには、

人間が強い放射線の発せられている場に入らなければならない。原子力発電所は、さまざまな局

面で、人体や環境と放射能とを近づける。 

 

 本報告では、広島市から最も近い原発である四国電力の伊方原子力発電所について、苛酷事故

発生の危険性を高める要因、苛酷事故が起こった場合の広島市への影響、平常時の放射性物質放

出という項目に分けて報告する。 

 

 

１ 苛酷事故発生の危険性を高める要因 

 

１－１ 伊方原発の燃料—ウラン用原子炉にプルトニウム燃料 

 

 伊方原発 1 号機・2 号機は 121 体、3 号機は 157 体の核燃料集合体を炉内に装荷して、核

分裂で生じる熱を利用して発電を行う。核燃料集合体 1 体の中には、264 本の燃料棒が格納さ

れている。1 号機・2 号機の全ウラン装荷量はそれぞれ約 49 トン、3 号機の全ウラン装荷量は

約 74 トンである。3 号機だけをとってみても、広島原爆で用いられたウランを 75kg と考える

と、重量にして約 1000 倍のウランが発電に用いられる。 

 1 号機・2 号機の燃料は低濃縮二酸化ウランで、その組成はウラン 235 が約 4％、ウラン 238

が約 96％である。 

 伊方原発 3 号機は、2006 年 3 月に経済産業大臣からプルサーマル炉への原子炉設置変更を

許可され、2010 年 3 月にプルサーマル炉の運転を開始した。プルサーマル炉とは、プルトニウ

ムとウランの混合燃料（MOX 燃料）を使用する炉のことである。伊方原発 3 号機は、もともと

ウラン燃料用に作られた原子炉であるが、そのウラン燃料用原子炉でプルトニウムとウランの混
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合燃料の使用を始めた。現在、伊方原発 3 号機の原子炉には、16 体の核燃料集合体が入ってい

る。 

 MOX 燃料の組成は、プルトニウム 239 が 6％、プルトニウム 241 が 3％、ウラン 238 が

91％である。プルトニウム 239 の核分裂の熱エネルギーはウラン 235 に比べ 40 倍である。

また、MOX 燃料はウラン燃料よりも溶融点が 70℃低い（2720℃程度）。したがって、プルサ

ーマル炉は通常のウランを燃料とする炉に比べて制御がむずかしく、燃料溶融の危険も大きい。 

 

１－２ 加圧水型原子炉—蒸気発生器細管の金属疲労 

 

 日本で採用されている発電用商業原子炉は、アメリカの GE が開発した沸騰水型原子炉（BWR）

か、ウェスティング社が開発した加圧水型原子炉（PWR）かのいずれかである。伊方原発は、加

圧水型原子炉（PWR）を採用している。どちらの型も、原子炉内に装荷した核燃料で核分裂を起

こし、核分裂で生じた熱で蒸気を発生させて、その蒸気で発電用タービンを回して電気を作ると

いう原理は共通している。 

 ただし、沸騰水型原子炉（BWR）が原子炉で発生させた蒸気をそのままタービンに送って発電

する仕組みになっているのに対し、加圧水型原子炉（PWR）は、原子炉で発生させた蒸気の熱を

別系統の水に移して蒸気を発生させ、その蒸気でタービンを回して発電するという仕組みになっ

ている。この熱交換を行う所が「蒸気発生器」である。伊方原発には 3 基の蒸気発生器がある。 

 蒸気発生器には、１基あたり約 3400 本の電熱管が入っている。この電熱管は、厚さわずか約

1.3ｍｍ、直径約 2ｃｍ、長さ約 20ｍの逆 U 字型の細管である。細管がこのように薄く作られ

ているのは、熱交換を効率よくするためである。この細管の中を流れる水蒸気は、157 気圧、約

300℃である。四国電力はこの「高温高圧」について、原子炉容器がこの「高温高圧状態に耐え

られるよう、厚さ約 20ｃｍの鋼鉄でできています」と説明しているが、蒸気発生器の細管にお

いては、この高温高圧状態を厚さわずか約 1.3ｍｍの金属壁が受け止めている。 

 蒸気発生器の細管は、外側を流れる２次系の水や内側を流れる蒸気による振動と放射能とこの

高温高圧にさらされ、容易に金属疲労を起こし、変形・磨耗・破断の危険が増す。実際に、1991

年 2 月には、関西電力美浜原子力発電所 2 号機において、蒸気発生器細管のギロチン破断事故が

発生している。 

また、本年 6 月 7 日、アメリカ・カリフォルニア州にある電気事業者「南カリフォルニア・エ

ジソン社」は、同社のサン・オノフレ原発 2 号機と 3 号機の廃炉を決定した。同原発の「蒸気発

生器の配管に異常な磨耗があり、安全性に疑問を持った地元市民の激しい反発があり、これに配

慮したアメリカ原子力規制委員会が再稼働の許可を与えなかった」ためであると同日付で共同通

信が報道している。同原発の蒸気発生器は 2009 年に交換されたばかりで、メーカーは三菱重工

業であった。伊方原発の蒸気発生器のメーカーも三菱重工業である。 

 

１－３ 伊方原発の使用済み核燃料—間隔を詰めて置かれた大量の核物質 

 

 原子炉内で 3～4 年使用された核燃料は、取り外されて各原発内の使用済燃料プールに貯蔵さ

れ、数年間冷却して熱と放射能を減少させた後、再処理施設に送られて再処理を行うことになっ

ている。ところが、現在、国内の再処理施設である六ヶ所再処理施設には使用済み核燃料受け入

れの余裕がないので、各原発内に大量の使用済み核燃料が蓄積されている。伊方原発の敷地内に

は、2011 年末のデータで、使用済み核燃料が 1,408 体蓄積されている（現在はもう少し増え

ていると考えられる）。燃料棒の数に直すと、約 37 万本の使用済み核燃料棒が蓄積されていると
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いうことになる。新燃料に換算して約 600 トンである。 

使用済み核燃料の成分比は、ウラン 235 が約 1％、プルトニウムが約 1％、核分裂生成物（セ

シウム 137、ストロンチウム 90 などのさまざまな核種から成るいわゆる「死の灰」）が約 3％、

ウラン 238 が約 95％であり、放射能が非常に高い。伊方原発の敷地内には、約 6 トンのウラ

ン 235、約 6 トンのプルトニウム、約 18 トンの核分裂生成物が存在しているということにな

る。 

これらの使用済み核燃料は、伊方原発の各号機に設置されている使用済み燃料プールに貯蔵さ

れている。プールの深さは約 12m で、底部 4ｍ（燃料棒の長さとほぼ同じ）の碁盤の目状のラ

ックに使用済み核燃料が収納され、冷却は水で行われている。 

伊方原発の使用済み燃料プールの貯蔵容量は、1999 年までは 1,618 体であった。ところが、

現在の貯蔵容量は 2,609 体となっている。これは、「リラッキング」が行われたためである。リ

ラッキングとは、使用済み核燃料を 1 体ずつ収納するラックの配置間隔を詰めることによって使

用済み燃料プールの貯蔵容量を増やすことを言う。リラッキングによって相互の間隔が縮まるこ

とは、使用済み燃料の発熱量を高め、事故時の燃料露出や溶融の時間を早め、再臨界のリスクを

高める。 

 

１－４ 南海トラフ・中央構造線 

 

 地球の表面は一枚の安定した岩板から成っているのではなく、何枚かの岩板から成っていて、

日本列島は「太平洋プレート」「フィリピン海プレート」「ユーラシアプレート」「北米プレート」

という 4 つの岩板が接する場所にある。地震は、プレートとプレートが接するところで頻発する。 

静岡県から宮崎県にかけての太平洋沖にある「南海トラフ」は、フィリピン海プレートがユー

ラシアプレートの下にもぐりこんでいるところにできている海溝である。5 月 24 日、政府の地

震調査委員会は「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」を発表した。「南海トラフの地震」

の震源域の北端には、深度 30km 付近にフィリピン海プレートとユーラシアプレートの境界があ

ってそこで深部低周波地震が繰り返し発生している帯状の領域がある。この領域では、プレート

がゆっくりすべる「スロースリップ」という現象が起きているが、プレート間のひずみはスロー

スリップによってすべて解放されているわけではない。南海トラフ沿いの巨大地震が起きると、

この領域のプレート境界も引きずられてひずみが一気に解放される（大地震が起きる）可能性が

ある。伊方原発の建つ佐田岬半島は、この「南海トラフの地震」の震源域の北端の領域に含まれ

る。地震調査委員会の長期評価は、南海トラフ全域でＭ8～9 クラスの地震が今後 30 年以内に

起こる確率を、60％～70％としている。 

 伊方原発の建つ佐田岬半島の北側には、日本最大級の断層系である「中央構造線」が走ってい

る。中央構造線は関東から九州にかけて西南日本を縦断する大断層系である。近畿南部から四国

にかけては中央構造線に沿って約 360km にわたり活動度の高い活断層「中央構造線断層帯」が

見られる。「中央構造線断層帯」の西側にはさらに「別府—万年山断層帯」があり、両者は連続し

ている可能性がある。1596 年には、9 月 1 日に中央構造線断層帯の川上断層セグメントで M7.0

の慶長伊予地震が起こり、次いで 9 月 4 日に別府湾内の別府－日出生断層帯が動いて M7～7.8

の慶長豊後地震が発生、さらに 9 月 5 日には M7～7.1 の慶長伏見地震が京都で発生した。慶長

伏見地震では、四国中央部から東部にかけての中央構造線断層帯も同時に動いたと推測されてい

る。慶長豊後地震の際には、別府湾内にあった島（瓜生島）が地震と津波で一日にして海底に没

したという伝承がある。1596 年からすでに 400 年以上が経過しており、中央構造線断層帯に

はエネルギーが蓄積していると考えられる。 
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２ 苛酷事故が起こった場合の広島市への影響 

 

２－１ 原子力規制委員会のシミュレーションに基づく予測 

 

 伊方原発で苛酷事故が起こった場合の広島市への影響を考えるときに、原子力規制委員会が行

ったシミュレーションが参考になる。原発苛酷事故が起こり、福島第 1 原発事故における 1 号機

～3 号機の 3 基分の総放出量（もしくは発電所の出力比に応じた放射性物質量）が一度に放出し、

10 時間放出が継続したと仮定し、地表面近傍での被曝を推定した場合、原発から 100km（伊

方原発と広島市中心部との距離）地点での予想被曝線量（実効線量）は 7 日間で 4mSv となる。

7 日間あたり 4mSv は、1 時間あたり約 24μSv と換算できる。空間線量率を実効線量に直す

ときには、係数 0.6 が掛けられるので、1 時間あたり約 24μSv の被曝をするということは、1

時間あたり 40μSv の空間線量率の環境にいるということになる。空間線量率 40μSv/h とい

うのは、2012 年 12 月 6 日に福島第 1 原発敷地内の 1 号機原子炉建屋から約 400ｍの免震重

要棟前で計測された空間線量率の約 2 倍であり、防護服を着用しても長く留まることがはばから

れる線量である。 

 2013 年 6 月 5 日に決定・施行された「原子力災害対策指針」では、緊急事態において、空

間線量率が 500μSv になった場合は即時避難を行い、空間線量率が 20μSv になった場合は「1

週間程度内一時移転」を行うことになっている。広島市は、この「1 週間程度内一時移転」を行

う区域になることが予想される。しかし、空間線量率 40μSv/h という環境に 1 週間さらされ

て無事であるとは考えにくい。また、約 100 万の広島市民を「一時移転」させる場所を確保す

ることは非常に困難である。 

 さらに、起こり得る苛酷事故が、このシミュレーションが前提としているような福島第 1 原発

事故の程度にとどまる、という保障はどこにもないことを心しておくべきである。 

 

２－２ チェルノブイリ原発事故被災地の現状から 

 

伊方原発で苛酷事故が起こった場合の、広島市への長期的な影響を考えるときには、現在チェ

ルノブイリ原発事故被災地で起こっていることが参考になる。 

ウクライナ政府の報告によると、チェルノブイリ原発事故で被曝した両親から 1992 年以降に

生まれた子どもたちにおいて、「健康な子ども」の割合は年を追って低下し、「慢性疾患の子ども」

の割合は年を追って増加している。1992 年には、「健康な子ども」の割合が 23％、「慢性疾患

の子ども」の割合が 20％であったが、2008 年には、「健康な子ども」の割合が 6％、「慢性疾

患の子ども」の割合が 77％となっている。 

また、同じくウクライナ政府の報告によると、チェルノブイリ原発事故での成人避難者におい

て、1988 年には「健康」な人の割合が 65％、「慢性疾患」の人の割合が 35％であったが、2008

年には「健康」な人の割合が 20％、「慢性疾患」の人の割合が 80％となっている。この「慢性

疾患」は、非がん性疾患である。 

原発過酷事故が起こった場合、その被災地における健康への影響は、20 年のスパンで見たと

き、収束に向かうのではなく、確実に増大している。事故の影響が「がん性疾患」に限定されな

いことにも注意すべきである。 
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３ 平常時の放射性物質放出 

 

 伊方原発からは、平常運転中、また運転停止中でも、恒常的に放射性物質が放出されている。

『原子力施設運転管理年報』には、各原発から気体として排出された「放射性ヨウ素」・「放射性

希ガス」、液体として排出された「トリチウム」・「トリチウム以外の放射性物質」の量が、年度ご

とに公表されている。伊方原発からもさまざまな放射性物質が排出されているが、伊方原発にお

いて特に桁違いに排出量が大きいのが、トリチウムである。トリチウムについては、『原子力施設

運転管理年報』には液体として排出されたものだけが報告されているが、気体として排出される

トリチウムの量も膨大なものであると考えられる。 

 伊方原発からのトリチウムの排出量は、日本の原発の中でも特に大きい。2001 年から 2010

年までの 10 年間に島根原発から排出された液体トリチウムの量が 4 兆 3500 億ベクレルであ

るのに対して、伊方原発から排出された液体トリチウムの量は 552 兆ベクレルである。 

 トリチウムは水素の放射性同位体で、原子核は陽子 1 つと中性子 2 つから構成される。ベータ

崩壊を起こしてヘリウム 3 へと変わるときに、18.6keV のエネルギーを発生させる。半減期は

約 12 年である。トリチウムは水素の同位体であるため、酸素と結合してトリチウム水（三重水

素水 HTO）という形で存在することが多い。トリチウム水は、普通の水と性質や反応にほとん

ど違いがないため、普通の水から分離することがむずかしく、分離するためには非常にコストが

かかる。 

トリチウムから発せられるベータ線のエネルギーは小さく、飛距離も短いことから、国際放射

線防護委員会（ICRP）や電力会社は、「トリチウムはほぼ無害」と言い続けてきた。 

 しかし、例えば、減速材・冷却材に重水を使用するカナダのピッカリング原発は、膨大なトリ

チウムを環境中に放出し（1972 年 1 年間で液体トリチウム 40 兆ベクレル、気体トリチウム

530 兆ベクレルを放出）、その周辺では、トリチウムが原因と考えられる健康被害が発生してい

る。1989 年及び 1991 年に発表された研究報告で、クラークらは、ブルース原発とピッカリ

ング原発近傍で 0 歳から 14 歳までの子ども 36 名の白血病死が発生し、その標準化死亡比は

1.40 で、原発操業開始前と比較すると明らかに有意であることを報告した。また、1991 年に

ジョンソンとルーローは、ピッカリング原発 25km 以内地域での先天的欠損症、死産、周産期死

亡、新生児死亡、乳児死亡に関する研究を発表し、トリチウムの影響について全体として有意な

結果が得られ、特にピッカリング原発からの水蒸気トリチウム排出量と中枢神経系欠損との間に

明らかな関連があることを報告した。 

 トリチウムは、炭素と結合しやすい性質を持っている。トリチウム水に汚染された土地で生育

した動・植物の体内には、有機分子の炭素原子と結合したトリチウム（OBT＝Organically Bound 

Tritium）が蓄積される。人間は、これらの動・植物を摂取したり、トリチウム水を直接飲んだ

り吸い込んだりすることによって、体内に OBT を蓄積する。 OBT はトリチウム水よりも 20

～50 倍も長く体内に留まる。また、OBT 自身が有機分子の一部を成すので、OBT は DNA な

どの重要な有機分子に近い場所に留まることになる。 

 また、トリチウムは、生命活動を担う有機高分子化合物に摂り込まれた後、元素転換を起こす

ことで、生体にダメージを与える。タンパク質、酵素、DNA などの有機高分子化合物は、水素

結合によってその構造を保っている。ところが、水素の同位体であるトリチウムは、水素結合を

担う水素があるべきところに、水素に代わって摂り込まれる。放射性物質であるトリチウムは、

β崩壊を起こしてヘリウム 3 に変わる。ヘリウム 3 は水素結合を担うことはできないので、トリ

チウムを摂り込んだ酵素、DNA などの有機高分子化合物は、構造を保つことができず、機能を
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失ってしまう。 

発する放射線のエネルギーが小さく、飛距離が短くても、細胞を構成する有機分子そのものに

組み込まれた放射性物質の影響は大きい。国際放射線防護委員会（ICRP）や電力会社のトリチウ

ムによる被曝の評価は、OBT の特性や元素転換のもたらす結果を考慮に入れていない。 

 

 

結 論 

 

伊方原発は危険な原発であり、その再稼働が行われることは、広島市住民の生命と安全に重大

な脅威をもたらす。 

 

 

付言 四国電力管内の発電設備容量 

 

 昨年（2012 年）夏の四国電力の電力使用のピークは、8 月 7 日の 526 万 kW であった。こ

の時期、四国電力のピーク時供給実績は 571 万 kW である（2012 年 8 月 21 日）。 

 原子力発電を除く四国電力の自社発電設備は、約 495 万 kW である。しかし、四国電力管内

には、四国電力自社設備以外に、電力を大量に供給できる発電設備がいくつもある。電源開発の

橘湾発電所は 210 万 kW、電源開発と太平洋セメントが所有する土佐発電所は 16.7 万 kW の発

電能力を持っている。電源開発の水力発電設備は 18.7 万 kW の発電能力を持つ。電源開発は電

力の小売は行わず、これらの発電所は全量四国電力に電力を供給できる。さらに、住友共同火力

の壬生川火力発電所（25 万 kW）・新浜西火力発電所（30 万 kW）・新浜東火力発電所（3 万 kW）・

水力発電設備（8 万 kW）があり、四国電力は住友共同火力からも電気を買っている。四国電力

は優にピーク時最大 750 万 kW の供給能力を持つ。 

 原子力発電所が稼働しなくても、四国電力は十分な電力供給能力を持っている。 
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